
◎公表してもよい方は下記の｢公表してもよい｣に、
　公表してほしくない方は｢公表しないでほしい｣に✔印を
　付けてください。
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市長への手紙

内容の公表 □公表してもよい  □公表しないでほしい
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災害に強い地域づくり災害に強い地域づくり
～災害時要支援者避難支援計画（個別計画）を作成しましょう～

　災害時に命を守るには、自分で災害への備えをしておくのは当然ですが、�
地域には一人で避難できない方や一人で避難することが難しい方もいます。

災害時における救助者のほとんどが自助と共助
　一般的に、災害時における救助者の割合は、右円グラフのとおりと言われて
います。「自分の身は自分で守る（自助）」そして「地域で助け合う（共助）」ことが
大切です。地域で支援が必要な人が「誰か」知っておく、またその人が避難時に
どんな支援が必要かを考えておくといった「共助」が必要です。

災害時要支援者避難支援計画（個別計画）とは
　避難行動要支援者同意者名簿（広報こうか７月号参照）をもとに、特に支援が�
必要な方一人ひとりの具体的な避難支援についてまとめたものです。「どんな�
助けが必要か？」「誰が支援するのか？」「避難経路は？」などを、区長、自治会長を
中心に、本人、家族、避難支援等関係者*、地域の方と一緒に確認し、話し合いな
がら作成します。
　支援には、平常時の支援と災害時の支援があり、支援が必要な方一人ひとりに必要とする支援の内容もさまざま
です。普段から顔合わせをする、出会ったらあいさつをする、声をかけてみることも支援の一つです。「自分たちの
地域は自分たちで守る」という意識を持ち、災害への備えの１つとして、災害時要支援者避難支援計画（個別計画）
を作成しましょう。
＊避難支援等関係者・・・区長、自治会長、民生委員児童委員、消防署、警察署など

Q.個別計画は、必ず作らなければならな
いのですか？

A．義務付けられてはいませんが、要支援
者の命を地域で守るために個別計画
を作成し、地域の防災力を高めること
が望まれます。

Q .支援者に選任されても、万が一助け
にいけなかった場合、後で責任を問
われるのでしょうか？

A．支援者が要支援者を万が一助けられ
なくても責任を問われることはありま
せん。支援者本人と家族の安全が大
前提です。

Q.支援者の人数を確保するのが難しい
のですが？

A．要支援者の避難支援を行う支援者と
して、区、自治会の役員をイメージし
がちですが、若い人や隣近所の人な
どの協力を得て、地域全体で協力体
制を構築することが重要です。

Q.個別計画の作成に市行政からの支援
はありますか？

A．個別計画の目的や作成方法などを説
明するための説明会を実施していま
す。いつでもご相談ください。

★説明会
　「災害時要支援者支援計画（個別計画）
� 作成について」
※�新型コロナウイルス感染拡大防止対策をし
たうえで実施します。

※�説明会の申込みは下記まで

★DVD「地域で備える災害避難準備」の
　貸し出しもしています。

自力で脱出
34.9%

家族
31.9%

友人・隣人
28.1%

通行人 2.6%
救助隊 1.7%

その他 0.9%

災害時要支援者避難支援計画（個別計画）作成手順

よくあるQ&A

説明会を開催します！

要支援者同意者名簿を参考に
地域で取り組みについて話し合う。 市へ電話で「個別計画作成」の

意思を伝える。（区・自治会）
→�市で個別計画の様式を作成し�
区長・自治会長へ手渡す。

個別計画の内容に変更はないか確認。
ある場合は朱書きで訂正し、市へ提出。

（簡単なものは電話でよい）

要支援者、家族、支援者、区長・自治会長、
民生委員等と話し合いながら作成。

個別計画をもとに、普段の
見守り活動や防災訓練を実施。

完成すれば市へ提出。
→�市でシステムに入力し、個別計画をファイリング
して区長・自治会長・民生委員児童委員へ返却。
　＊本人にも1部返却。

オール甲賀でオール甲賀で
安全・安心なまちづくり安全・安心なまちづくり

＊６→４→５の
繰り返し

取組開始のきっかけ
～話し合い～

個別計画作成の
意思表示

個別計画見直し
（年１回）

個別計画提出
～システム入力～

個別計画作成
～話し合いながら～

個別計画をもとに
・地域での見守り

 ・防災訓練等
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＊災害時要支援者避難支援計画
� （個別計画）作成地域数
　　完　成 ： ４１地域
　　作成中 ： １８地域（6月末現在）

（社）日本火災学会（1996）
「1995年兵庫県南部地震における

火災に関する調査報告書」
より内閣府作成

災害時の救助者の割合

※区長・自治会長を中心に地域で作成していただくものです。

福祉医療政策課　福祉政策係
☎６９-２１５５　 FAX６３-４０８５問合せ
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